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GENERAL HEADQUARTERS 
SUPRE:'iIE CO:'iDIAXDER FOR THE ALLIED POWERS 

6 December 1945 

REPORT OF PRELl�II:'.'.ARY STUDIES AND 
RECOl\11\IENDATIONS OF JAPANESE CONSTITUTION 

1. An analysis of the actual operation of government discloses 
many abuses of authority which permitted m ilitarists to obtain 
control of the govemment and subvert it to their ends during the 
past two decades. Some of the means are readily apparent from 
the study of state documents. Others are disclosed only by knowl­
edge of enforcement and operational methods. 

2· The
_ 

recommendations hereafter made are tentat ive only. 
�_fost 

_
of the material on which they are based was documenta;y 

�hough
_ 
some was obtained by per:;�nal interviews. Furt her research 

by conferences with Japanese authorities on constitut ional law par-
ticularly those of k nown liberal tendencies is strongly recommended. 

3
: 

C:rtain of the abuses wh ich need control i f  democrat ic 
tendencies are to fl 0urish are :  

�- :ack of effective rights of individual citizens. 
b . Extra constitutional bodies having access to the Emperor 

which are not responsible to the will of tl1e people. 
c. Direct control by the Emperor of the strength ,  organ izat ion 

and budget of the armed forces. 
d . Control of the courts by the procurator as the representa-
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ぶo. 1〕

連合国最高司令官総司令部
1945 年 12 月 6 日

レ ボ ー ト ・ 日 本 の 磁法 に つ いて の準備的研究 と 提案

1. 統治作用 の実際 を 分析 した結果， 数多 く の権限の濫用 があ っ た こ と が判明 し

た。 過去 20 年間， 軍国主義者達が政治 を 支配 し， こ れ を 彼等の 目 的遠行に奉仕せ

し め る こ と がで き た の は， こ の よ う な権限の濫用 に よ っ て で あ る 。 こ れ ら の手段に

は， 公文,!r- を 調べればす ぐ わ か る も の も あ る が， 実際の運用 を 知 ら な い と わか ら な

い も の も あ る 。

2. 以下の提案は， 全 く の仮の も の であ る 。 こ の提案の基礎 と な っ た材料は， 一

部 に は個人 に而接 して え た も の も あ る が， 大部分は文内の形 に な っ てい る も の であ

る 。 日 本の淑法 につい て の椛咸ーー特に 自 由主義的傾向 を 有す る と い わ れてい る 人

人― と 会談 を重ねて， さ ら に潤在 を すす め る こ と は ， 非常に必要であ る と 考 え る 。

3. 日 本に おいて民主主義的な傾向 が仲長す る た め に は， 次 の よ う な弊風 を抑止
す る こ と が必要で あ る 。

a 個々 の市民の権利が実効性 を も っ て保悼 さ れてい ない こ と

b 天皇に助 団 を 与 え る地位に あ る が， 国民の意思に は 衣任 を 負わ な い慈法外の
機関が， 認め ら れて い る こ と

C 軍隊の兵力， 組織お よ び予窮が， 天皇の匝接の統制下 に 閥かれて い る こ と

d 裁判所が， 天呈の意思 の 代表者 と し て の裁判官に よ っ て で は な < , 1h1 じ く 天

皇の意思の代表者 と さ れ る検察官 に よ っ て支配 さ れてい る こ と
e 政府の機能のすべて に ついて， 瑚法に よ る 規制が欠 け てい る こ と
f 政府が国民の意、息に対 し直任 を 負 わ ない こ と
g 行政府が立法権 を 行使 し う る こ と
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tive of the Emperor's ,vill rather than the judge holding such po­

sition. 
e. Lack of control of all functions of government by a con-

stitution. 
f. A government not responsible to the 、rill of the  people. 

g. Exercise of legislative functions by the executive branch. 

h. Lack of authority in the people to amend or alter the 

constitution. 
i. Centralized authority over local governments. 

4. To ellininate the abuses in para 3 , it is  recommended 
a. that constitutional revision be required ; 
b. that approval of this headquarters of any proposed con5ti-

tution be required ; 
c. that such constitution be required to contain provisions 

accomplishing the elimination of these most flagrant abuses listed in 
para 3 by the incorporation of provisions as specified in  the follow­
ing annexes : 

(1) Annex "A" Bill of Rights. 
(2) Annex "B" 
(3) Annex "C" 

Responsive Government. 
Local Responsibility. 

5. These conclusions and recommendations are not inflexible. The 

purpose is to furnish a tentative check list to provide a basis for 

conversations with authorities and governmental representatives.  

Any constitution proposed must be interpreted as a whole and 
the inclusion or exclusion of these recommendations will not be 
the sole determining factor of its suitability. 

/s/ Milo E. Rowell 
Major, AUS. 
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〔No. 1〕

h 憲法改正椛が国民 に与 え ら れていない こ と

地方制度の而で の 中央集権

4. 3 で述べた よ う な弊風を な く す た め の措府 と して， 次の こ と を提案す る。

a 憲法 を 改正す る 必要の あ る こ と

b 憲法改正案は， 総司令部 の承認 した も の で な ければな ら ない こ と

C こ の よ う な憲法には， 3 に列挙 した よ う な 言語逍断の弊風を な く な す よ う ，

以下 の附属文書に掲げ る よ う な諸規定が設け ら る ぺ き で あ る こ と
(1) 附屈文害A 椛利窄典
(2) 附属文書 B 国民に対 して応 え る 政府
(3) 附属文書 C 地方に近任を 分与す る こ と

5. こ こ に示 した結論 と 提案は， 動かすぺか ら ざ る も の と い う わ け で は ない。 こ

の文杏の 目 的は， 憲法の権威や政府の代表者 と 会談す る 際の基礎に な る よ う な一応
の チ ェ ッ ク ・ リ ス ト を示す こ と に あ る 。 憲法改正の提案が あ っ た際に は， そ れは全

体 と して解釈 さ る べ き で あ り ， こ こ に述ぺた提案が と り 入れ ら れてい る と か と り 入

れ ら れて い な い と かい う こ と だ け で， そ の改正提案の妥当性 を判断 して は な ら ない。

ラ ウ エ ル

陸軍少佐
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ANNEX "A" 

BILL OF RIGHTS 

1. Facts. 
a. The present constitution prevents arrest, trial, punishment, 

and searches, and permits freedom of religion, speech, assemblage 
and petition, but limits each by the phrase, "within the limits of 
law", thereby permitting the administrative branch to pass ordi­
nances impairing or eliminating the individual rights purported to 
be granted. 

b. Bac;ic measures to achieve the objectives of the occupation 
include encouragment 〔砒〕 of democratic tendencies and modification 
of the authoritarian tendencies. Freedom of religious worship, opinion, 
speech, press and assembly not incompatible with the security of 
the occupational forces are to be insured. 

2. Argument. 
The Japanese Constitution is a reasonably permanent political 

document and the one least likely to be modified. The present  
constitution has not been amended since it was promu lgated in 
1889. If the constitution guarantees these rights without equivoca­
tion as the expressed will of the Emperor, it will be more difficult 
for any militaristic or ultra-nationalistic group to limit these freedoms 
in the future, particularly if enforcement of these rights is lodged 
in an independent judiciary. 

3 . Recommendations. 
a. That any constitutional revision be required to cont ain a 

Bill of Rights guaranteeing to each subject : 

(1) Freedom of religious worship. 
(2) Freedom of thought, speech, press and assembly. 

6. 



〔No. 1〕

附属文書 A 

権 利 章 典

1. 事 宇

a 現行淑法は， 「法律の範囲内で」 と い う 限定附に お い て の み． 逮捕， 審問，
処洲お よ ぴ捜索 を 禁 じ， ま た信教の 自 由， 言論， 梨会の 自 由 お よ ぴ請願の権利 を 認
め てい る 。 そ の た め． 行政府は． 忽法が保隙 し よ う と した権利 を 制限 ま た は象ll奪す
る 命令 を 制定す る こ と がで き る の で あ る 。

b 占領の 目 的 を達成す る た め の基本政策に は ． 民主主義的傾向 の助長 と 権力主
義的傾 向 の修正 と い う こ と が含 ま れて い る 。 信教の 自 由． 思想． 言論， 出版お よ び
梨会の 自 由 は， 占領軍の安全に反 し な い限 り ． 保悴さ る べ き で あ る 。

2. 説 明

大 日 本帝国憲法は， 相当 な永続性 を も つ政治上の文書で あ り ， 改正 の可能性 の最 、
も 少 ない も の で あ る 。 こ の盛法は， 1889 年に発布 さ れて以来改正 さ れた こ と が な
い。 も し淑法が， 前述の諸櫛利 を天皐の 明示の意思であ る と して明確 に保障すれば，
将来， 軍国主義的 ま た は極端な 国家主義的 グル ー プが こ れ ら の 自 由 を 制限す る こ と

は， よ り 困難 に な る で あ ろ う 。 特に， こ れ ら の権利 の実現 を ， 独立性 を有す る 司法

部に委ね る 場合 に は， そ う で あ る 。

3. 提 案
a 瑚法改正案 に は ， 次の諸権利 を 保諒す る 権利章典が含 ま れてい な ければな ら

な い も の と す る こ と
(1) 信教の 自 由
(2) 息想， 言論， 出版お よ ぴ梨会の 自 由

(3) 不正に対す る 救済 を 求 め て 政府機関 ま た は官吏 に請願す る 権利
(4) 通信の秘密
(5) 私有財産は， 合理的な補償が払われる の で ない限 り ， 公共の た め に用い ら

れ る こ と は ない と い う こ と
(6) そ の意に反す る 苦役に服せ し め る こ と を 禁ずる こ と 。 こ れ に は， 労貨を 前

払い し た上一定期間強制的に労働 さ せ る こ と の禁止 を含む。 （（原〕 註記） 未成

7 



(3) Right to petition any agency or person for redress of 

,vrongs. 

(4) Inviolability of communications. 

(5) Private property shall not be taken for public use unless 
reasonable compensation is paid therefor. 

(6) Prohibition against involuntary servitude including com­

pulsory labor for a term where payment in advance 

has been made. Note―Aimed at prohibiting sale of 

services of a minor daughter for a term of years. 

(7) No person shall be arrested, except in case of hot pursuit, 

nor any private dwelling searched, except at the time 
of arrest, 、vithout a warrant issued by a court of com­
petent jurisdiction. 

(8) No ex post facto criminal law shall be valid. 

(9) An accused shall be presumed innocent ,  shall have the 
right to counsel from the time of arrest, shall have the 

right to a speedy and public trial , shall not be placed 

in jeopardy twice for the same offense, and shall not b e  

compelled to testify against himself. Upon the violation 

of any of the rights of the accused he shall be dis­
charged and the charges against him dismissed with 
prejudice. 

(10) The right of habeas corpus shall be granted and shall 
not be suspended except in t ime of war. 

b. That the inclusion of the following matters in the consti­

tution be encouraged but not required : 

(1) Right of privacy particularly as applied to eaves­
dropping and constant inspection of homes by peace 
officers, except inspections authorized by statute.  

(2) Freedom of educational institut ions above the middle 
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年の娘を 一定期間身売 り 奉公 さ せ る の を 禁ず る こ と を 目 的 と した も の

(7) 権限の あ る 裁判所の発 した令状な し に， 逮捕 さ れ， あ る い は私宅の捜索 を

受け る こ と が ない こ と 。 逮捕 について は， 現行犯 を 追跡す る 場合， 捜索につ

い て は， 逮捕の際に な さ れ る 揚合 を 除 く

(8) :rJ［後処洲法は無効で あ る と す る こ と

(9) 被疑者は無罪の推定 を受け る こ と 。 弁護士 を依頼す る 権利が逮捕の時か ら

認め ら れ る こ と 。 迅速かつ公開の審理 を 受け る椛利が あ る こ と 。 同一の犯罪

につ き 二煎の危険に さ ら さ れ る こ と が ない こ と 。 自 己 に不利益な証言 を す る

よ う 強制 さ れな い こ と 。 も し こ れ ら被疑者の権利 が侵 さ れた と き は， 被疑者

は釈放 さ れ， 彼 に対す る 訴追は， 棄却 さ る べ き こ と 。 こ の棄却は， ー事不再

理の効果 を 生ず る も の と す る こ と

uo) 人身保護令状の救済 を 受け る 権利 を与 え ， 戦時を除 き そ の停止 を 許 さ ぬ も

の と す る こ と

b 磁法に次の事項について の規定 を 入れる こ と が望 ま しい が， 必ず入れな け れ

ばな ら な い と い う も の で は ない。

(1)  プ ラ イ ヴ ァ シ ー の権利。 特 に警官に よ る 盗聴 と 私宅の頻繁な訪問 を 禁ずる

こ と 。 後者につい て は ， 法律の定 め の あ る 揚合 を 除 く

(2) 中学校以上の教育機関は， そ の教科課程 と 教育内容について政府の規制 を

受 け な い こ と 。 大学 と 学問に関す る 事項につい て は， 文部省 そ の他政府の行

政機関が干渉 し な い こ と

(3) 国， 府県， 市町村がそ れぞれ課税す る 掲合 を 除 き ， 同一の財産権に二重に

課税 し な い こ と

(4) 暴力， 強制 ま た は誘導 に よ っ て え た 自 白 は証拠 と して採用 し え ない も の と

す る こ と 。 共犯者の証言 の み で， 補強証拠な し に ， 有罪判決 を し ない こ と 。

ア ジ ャ ン ・ プ ロ ヴ ォ カ ツ ー ル （相手方に潜入 し， 煽動 して犯罪を犯 さ せ， それを機

に弾圧 を は か る た め に送 ら れ る密偵） の証言は， 法廷で証拠 と して採用 し え ない

も の と す る こ と 。 （〔原〕 註記） 日 本の刑事裁判は， 拷問に よ っ て え ら れた 自 白

に依拠す る と こ ろ が大 き い こ と ， お よ び政府の批判者に犯罪 を 犯 さ せ る よ う

ア ジ ャ ン ・ プ ロ ヴ ォ カ ツ ー ル を用い る こ と で， 悪名高い も の があ る 。
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school level from governmental restrictions  on curricula 
and instruction and non-interference in academic 
matters by the :'ilinist11r of Education or other admin­
istrative branch of government. 

(3) Property shall not be subject to double taxat ion except 
the several governments ( i .  e . Nat ional , Prefectural 
and Municipal) may each tax the san1e property. 

(4) Confessions obtained by force ,  du ress  or inducement 
shall not be admitted in evidence ; a convict ion cannot 
be had on the unsupported testin1ony of an accom­
plice : the testimony of an agent p rovocateur shall not 
be admitted in court. Note—-The admini stration of 
justice in Japan is notorious for i t s  rel iance on confes­
sions obtained by torture and the use of agents 
provocateur to induce crime by critics of the admin­
istration. 

Ai\"XEX "B" 

RESPOXSIVE GOVERNMENT 

1. Facts. 

a. At present there are many governing and pol icy n1aking bodies 

(some of which are of great influence) that are organ ized outside 

the constitution and in no way responsive  to the will of the people. 

Some of these bodies are : 

(1) The Imperial Conference. It i s  not authorized by any 

written Jaw but decides policy on the most  i mportant rnatters of 

state. It normally meets prior to commencement of war .  Its com­

position is determined by the closest adv isors of the Ernperor and 

the people have no voice in its selection. 

10 

＇

 



附属文書 B 

国民 に対 し て応 え る 政府

1. Jlt 字ヽ

(No. 1) 

a 現行制度の も と で は， 慈法の枠外で組織 さ れ， いかな る 意味 に お い て も 国民

の意息に応え る こ と の ない， 多 く の統治機関， 政策決定捜関が存在 す る 。 （ そ の 中
に は ， 非‘lif iこ 彩唇力 の大 き い も の も あ る 。） こ れ ら の機関の う ち若千の も の を あ げ
る と ，

(1 ) 御前会議 こ れは全 く 成文法上の根拠 を 欠 く 機関で あ る が， 国の最煎要
政策は こ こ で決定 さ れ る 。 戦争 を 始 め る 前 に は， 通例御前会議が開かれ る 。
御前会議の構成 は ， 天良に対 し最 も 近い助言者の地位に あ る 人々 に よ っ て決
定 さ れ， 国民は こ の点 に つい て な ん ら の発言権 を も 有 して い ない。
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(2) The Lord Keeper of the Privy Seal. This office has now 

been voluntarily abolished. . 

(3) The Cabinet. Although its members are responsible for 

administration of law, it is not responsive to the people or their 

representatives. The Prime Minister is chosen by the Emperor, on 

advice of some close official such as the Lord Keeper of the Privy 

Seal, who then selects the balance of the Cabinet. The Cabinet has 

an influential position in legislation and complete control of admin­

istration. The organization of the Cabinet is not controlled by 

constitutional provisions. By requiring that the Minister of \Var be 

a general of high rank on active duty and a similar requirement 

for the Minister of Navy these Ministries have been able to control 

the composition of the cabinet and determine national policy. 
(4) The Privy Council. This group is likewise not con trolled 

by the Constitution. It acts as special adviser to the Emperor and 

greatly influences for�ign affairs through its power to ratify treaties .  

It exercises great influence on the Cabinet ;nd has so exercised its 

influence recently that it  nearly controls Cabinet action. The Council 

in no matter is responsive to the will of the people or their repre­
sentatives. 

(5) �h� 1:_0use
. 
0: :eers. The composition of this body is 

determined by Imperial Ordinance. It is - not answerable  to the 

people or their
_ 

repr_
es

_
entatives. This body may block measures 

passed b_y_ �
he elected house of the Diet. It  repr�sents the peerage 

and wealthiest taxpayers. 

b. "The Emperor is the head of the Empire, combin ing in 

Himself the rights of sovereignty" Cons. (sic〕 Art. IV. In him, subject 

to minor restrictions resides the legislative and executive power, 

the organization and command of the Army and Navy, the power 

to make war and peace and conduct foreign relations. By reason of 

12 
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(2) 内大臣 こ の官職は， す で に 日 本側 に よ り 自発的に廃止 さ れて い る 。
(3) 内閣 閣僚は法の執行の巽任 を 負 う 地位に あ る に も かかわ ら ず， 国民 に

対す る 関係で も ， そ の代表者に対す る 関係で も ． こ れ に応え る と い う も の で
は ない。 内閣総理大臣の選任は， 韮臣ー一例 え ば内大臣ー一 の助言に従い，

天皇が行な う 。 こ う して任命 さ れた 内閣総理大臣が， 他の国務大臣 を選ぶの

で あ る 。 内閣 は， 立法について も 影唇力 の大 き い地位 に あ り ， 行政に つ い て
は こ れ を完全に掌掘 してい る 。 内閣の組織は， 憲法の定 め に よ っ て規制 さ れ
てはい な い。 陸海軍大臣は， 現役の大将 ま た は 中将で な ければな ら な い と い
う 要件があ り ， こ れに よ っ て陸軍省海軍省 は， 内閣の構成 を コ ン ト ロ ー ル し，

一国の政策を決定 し え た の で あ る 。
(4) 枢密院 こ の機関 も ま た， 逝法 に よ る 規制 を 受 け な い。 枢密院は， う 天皇

に対す る 特別の助言者 と して行動す る も の で あ り ， 条約の批准につい て決定
権 を有す る た め に， 外交 に対 して大 き な影響 を 与 え て い る 。 枢密院は， 内閣
に対 して大 き な影唇力 を も っ て お り ， 特 に近年 は， 内閣の行動 を コ ン ト ロ ー

ル してい る と い っ て も よ い く ら い で あ っ た。 枢密院は， いか な る 意味に おい
て も ， 人民 ま た は そ の代表者の意思に対 して応 え る と い う も の で は ない。

(5) 貸族院 我族院の構成 は， 勅令に よ っ て定 め ら れて い る 。 毀族院は， 人

民 ま た は そ の代表者に対 して巽に任ずる も の で は ない。 民選 の 院 〔衆議院〕

を通過 し た法案 も ， i't族院に よ っ て そ の成立 を妨げ ら れ う る 。 毀族院は， 箕

族 と 多額納税者 を代表す る も の で あ る 。

b 「天皇ハ国 ノ 元首ニ シ テ統治権 ヲ 総擦」 す る （憲法第 4 条）。 天皇に は， 立法

権， 行政権， 陸海軍の編成権， 統帥権， 宜戦 ・ 講和の権， 外交関係 を処理す る 権限

が属 し て お り ， こ れ に対す る 制約は重要で な い も の ばか り で あ る 。 天皇の地位が重

要であ る た め に， 天皇の諮問 に答 え る 責任 を 負 う 地位 に あ る 者が， 国政 に 大 き な影

響力 を も つ こ と に な る 。 a で前述 し た よ う に， 天皇に 助言 を与 え る 地位に あ る 人々
の 多 く は， 国民 に対 し沢任 を 負 わ な い立場 に あ る 。

c 占領の 目 的の達成の た め に は， 民主主義的な 目 標 を鼓吹 し， 国 の統治機関中

存続 を 許 さ る べ き も の は何か を決め， かつ 日 本人が こ れ ま で の封建的， 柚威主義的

傾向 を修正す る 方向 に 向 う よ う に統治形腺 を 変更す る こ と を 支援すべ き で あ る 。
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his importance, persons in positions of responsib ility whom he 
consults have a great influence on conduct of government .  As shown 
in a. above, most government officials having access to the Emperor 
have no responsibility to the people. 

c . To ach ieve the objectives of the occupation it is necessa可
to strengthen democratic objectives, determ ine national govぶn ment
agencies which will be aJlowed to continue and favor changes  by 
the Japanese of forms of government in direction o f modi fy ing 
feudal and authoritarian tendenceis. 

2. Argument. 
a. The Imperial Conference and the Privy C�uncil should not 

be allowed to continue to function if democrat ic tendencies arc to 
flourish . As a feudalistic impediment to the �xpression of popular 
will to the Emperor they are comparable to the office o f the Lord 
Keeper of the Privy Seal .  

b . During the surgence of the Japanese Government toward 

democracy in the early 1920s the requirement that the \Var Minister 
and Navy Minister be high ranking gerenals and admirals on active 
duty was overcome for a short pe后od. The militarists in effecting 

their rise to power readily swept aside this minor reform. Th rough 

their use of the listed extra constitutional agencie.c;, particularly 

those having direct access to the Emperor, they were soon able  to 

assume complete control of the government including dominat ion 

of the lower House of the Diet. 
c . \Vhile it is possible to prohibit the continuance o f these 

extra-constituti.onal bodies by fiat such action \\'i ll resu lt only in th e  

temporary elim ination of these adv isory groups and wi l l not grant 

such access to governmental agencies responsive to the wil l  of the 

public . 

3 . Conclusion .  
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(No. 1) 

2. 説 明

a 民主主義的な傾向が仲長すべ き で あ る と い う 立坦 に立つ限 り ， 御前会議 と 枢

密院は ， 存続 を 認め て は な ら ない。 国民が天皇 に対 して そ の意思 を 表明す る こ と を

妨げる封建的な存在 と い う 点では ， こ れ ら の機関は， 内大臣 と い う 官職 と 変わ り は

ない。

b 1920 年代 の始め に 日 本の政治が民主主義に 向いつつ あ っ た 時期 に ， 陸海軍

大臣は現役の大将中将で な ければな ら な い と い う 要件が ， 短期間廃止 さ れた こ と が

あ る。 軍国主義者達は ， 権力 を掌握す る 過程において ， こ の よ う な小規模の改革を

あ っ さ り と 非 っ て し ま っ た。 軍国主義者達は ， 前述の よ う な憲法外の諸捜関， 特に

そ の う ち 天皇に府接助言 を与 え る 地位 に あ る も の を利用 して ， 短期間 に政治 を 完全

に掌握 し， 下院 ま で も 支配 し え た の で あ っ た。
C こ れ ら 憲法外の諸機関の廃止を 命令す る こ と も 可能であ る が， こ の よ う な方

法では ， こ れ ら の機関が一時的に排除 さ れる に終わ る だ けで あ り ， 民意に応え る 統

治機関が生 ま れ る こ と に は な ら ない。

3. 結 論

封建的， 権威主義的傾向 を 改め ， 民主主義的傾向 を 強化す る た め の統治機構の変

更の う ち最 も 恒久的な方法は ， 一番基本的な文杏一� こ の場合に は憲法ー一 の 中 で．

政府の組織の全而に わ た っ て は っ き り と した文言で規定 を 設け てお く こ と で あ る 。

こ の よ う な憲法改正が， 占領終了後廃止 さ れる こ と も あ り う る が， そ の掲合で も ，

勅令で統治機構 を 改めた場合に比べれば， 廃止が よ り 難 しいで あ ろ う 。 ま た憲法は ．

天皇 に よ っ て発布 さ れ る こ と に な る か ら ， 国民に よ っ て非常に尊訳 さ れ る で あ ろ う 。

15 



That the most permanent change in the  form of government 
which will modify feudal and authoritarian tendencies and strengthen 
democratic ones is the complete organization of government in all 
its phases stated in precise terms in the most basic document 
possible which in this case is the Constitution. This const itut ional 
reform can be eliminated after the end of the occupat ion but it 

、;vill be more difficult to eliminate than reforms by Imperial Ordi­
nance. A Constitution being promulgated by the Emperor wil l be 
greatly respected by the people. 

4. Recommendations. 
a. That a complete revision of ·the Constitution be made set­

ting up separate bianches of government perform legislative, judicial 
and executive functions. 

b. That all extra-constitutional agencies having direct access 
to the Emperor be eliminated and a provision prohibiting the 
creation of such bodies be embodied in the constitution. 

c . That direct access to the Emperor be expressly given to a 
血ited number of government officials who are directly responsible 
to the people. 

d. That to accomplish the foregoing recommendations the 
follO\ving provisions be required in any proposed const itution. 

16 

GENERAL 

(1) That the Constitution is the supreme law of the land 
and will control all governmental acts. 

(2) That the Constitution can be amended only by son1e 
process whereby consent of the representat ives of the 
people is required. 

(3) That the authority of the Emperor to suspend the Diet 
be limited to one time per year and then only for a 
short period such as 30 days ;  and that he may dissolve 
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(No. 1〕

4. 提 案

a 盛法 の全而的改正がな さ る べ き で あ り ， そ こ では， そ れぞれ立法権 司法樅

行政権 を行使す る 3 つ の部門が， 分立すべ き で あ る 。

b 天皇に直接助言 を 与 え る 地位に あ る 楼関で憲法の枠外 に あ る も の は． すべて

廃止 さ る べ き で あ る 。 ま た こ の よ う な楼関の創設 を 禁止す る 規定 を ， 惑法の 中 に設

く ぺ き で あ る 。

c 天見 にi在接助言 を 与 え る の は， 国民 に直接迂任 を負 う 地位に あ る若千の官吏

' に 限 ら る ぺ き で あ る 。
d こ れ ら の提案 を 実現す る た め， 今後 どの よ う な 憲法案が提案 さ れ よ う と も ．

そ の案 に は以下の条項 を 設 け る よ う 要求すべ き であ る 。

総 説

(1) 憲法 は国の最店の法であ り ， すべて の国務に関す る 行為は憲法に よ っ て 規

制 さ れ る こ と

(2) 憲法改正手続 について は， 国民 の代表者の 同意 を改正の要件 と す る こ と

(3) 国会 の仰会 を命ず る と い う 天皇の権限は， 年 1 回 しか行使 し え ぬ も の と し，

停会期間は ， 例 え ば 30 日 と い う よ う な短い期間 を も っ て 限度 と す る こ と 。 国会

の解散 を命ず る と い う 天皇の権限は， 年 1 回 しか行使 し え ぬ も の と し， 解散が あ

＇ っ た と き は肛ち に （例 え ば 30 日 以内 に） 総選挙 を 行ない， 総選挙後肛ち に新 し

い国会 を 召染すぺ き も の と す る こ と
(4) 選洋で選ばれた国会議員 の みが， 国政 につい て直接天畠に助言 を 与 え る 地

位につ き う る も の と す る こ と
(5 ) 政府の権力 を， 立法権， 行政権， 司法権に分け， 三権は そ れぞれの分野 を

独占 す る も の と す る こ と 。 ま た そ れぞれの権限 を委任す る こ と は許 さ れ な い も の

と す る こ と

立 法 権

(6) 立法部は一院で も 二院で も よ い が， 全議員が公選に よ り 選ばれな け れ ば な

ら な い こ と
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it only once per year in which event election must be held 
promptly (eg (sicJ 30 days) and new Diet immediately 
convened. 

(4) That only elected members of the Diet may hold positions 
in government which permit direct access to the Emperor 
on political matters. 

(5) That governmental powers be divided into legislation 
〔sicJ , executive and judicial and each branch be exclusive 
in its field and be prohibited from delegating its powers. 

LEGISLATIVE 

(6) That the legislative branch be composed of one or two 
houses but that all members be elected. 

(7) That the legislative branch have exclusive power to tax, 
to mint, to borrow and to appropriate funds ; to deter­
mine size of armed forces ; to set rates of pay ; to ratify 
treaties ; to approve constitutional amendments ;  to 
institute and try charges of impeachment. 

(8) That power to adjourn by 印c) the Diet, both as to 
number of adjournments and duration of adjournment, 
should be limited. 

(9) That the cabinet, being the ministers of state and 
responsible heads of the various executive departments, 
must be composed of elected representatives ; must be 
answerable to the house and dissolve on vote of no 

confidence. 
(10) That the Diet have sole authority to subn1it nominations 

to the Emperor of persons to form a cabinet. 
(11) That appropriations be limited to a 12  months period 

which must expire within 18 months of date of passage 
of the budget . Prohibit budget provisions to carry over. 



(No. 1) 

(7 ) 立法部は， 次の事項につ き 専屈的権限 を有すべ き こ と 。 す な わ ち ， 課税，

1�幣 の鋳造， 国nliか ら の支出お よ び金銭の借入れ， 軍備 の虻の決定， 俸給の基準

の決定 条約の批礁 忽法改正の承認， 弾劾の訴追 と そ の審判

(8) 国会 の 体会 に つい て は， そ の 回数お よ び期間の双方 について制限 を設 く ペ

き こ と
(9) 国務大臣であ り ま た諸種の行政楼関の政任 あ る長で あ る 閣僚は， 公選 に よ

る 議貝 で あ る ぺ き で あ り ， 内閣は， 議院に対 して沢任 を 負い， 不信任案が可決 さ

れた と き は 〔議院を 〕 解散 し な ければな ら ない と す る こ と

u0) 閣僚 と な る ぺ き 者 を 指名 して天皇に奉答す る こ と は， 国会の専権に属す る

も の と す る こ と

(11) 支 出 の承認は， 12 ヵ 月 の期間について の み な さ れ， かつ予狂の成立後 18

ヵ 月 後に は そ の効力 を 失 う も の と す る こ と 。 年度 を超 え る 歳出予冥 の承認を 禁ず
る こ と

四 国会に， 統治 の すべて の部門の活動 について調査 を な す権限 を与 え る こ と 。

国会は証人 を 喚閲 し， 宜誓の上供述せ し め る 権限 を 有すべ き こ と 。 国会は ま た，

最高の裁判所 に対 して， 職務執行強制令状， 職務執行禁止令状， 権限開示令状の

発給 を 求 め る こ と がで き る も の と す る こ と

四 国会が， 国会 の名 に おいて 活動す る 委員会に そ の権限 を 委任す る こ と が許

さ れ る 場合 に は， 委任 さ れ る 権限は， 立法権以外の も の に 限 る こ と

行 政 権

U4) 行政部 は， 一切の国法の執行 を な す権限を 有す る も の と す る こ と 。 国会の

定め る 範囲内で法の執行 の た め の規則 を 設け る こ と は で き る が， 自 由刑 で あ れ財

産刑 で あ れ， こ の規則で澗則 を 設け る こ と は で き ない と す る こ と

司 法 権

(15) 最高の裁判所 は， 憲法お よ び法律の解釈並びに民事刑事の裁判 に関 して は，

天皇の唯一 の代表者で あ る と す る こ と 。 検察官は， 行政部の代表者であ っ て ， 天

皇の代表者では ない も の と す る こ と

(16l 最高の裁判所は ， 行政事件 を 含む一切の争訟につい て管轄権 を 有す る も の

と す る こ と
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(12) That the Diet be granted authority to investigate the 
operation of any branch of government ; to issue sub­
poenas and administer oaths ; to petition the highest 
court for 、vrits of Mandamus, Prohibition , and Quo 
\Varranto. 

(13) That if the Diet be authorized to delegate powers to a 
committee to act in its name that such authority be  
limited to matters other than legislation . 

EXECUTIVE 

(14) That the executive branch shal l  have jurisdiction to 
administer all the laws of the land ; may make regulat ions 
for administration within limits set by Diet but no 
authority to impose penalties either physical or 1nonetary. 

JUDICIAL 

(15) That the highest court be the exclusive representative of 
the Emperor in the interpretation of the constitution 
and laws and the adjudicat ion of civil and criminal 

matters. The prosecutor shall represent the executive 
branch of government but not the Emperor . 

(16) The highest court shall have jurisdiction over al l  disputes 
of any character including administrat ive matters. 

AN泣X "C" 

LOCAL RESPONSIBILITY 

1. Facts. 
a. The present Japanese Government is an extreme form of 

centralized authority. In practice the national government, through 
the Home Ministry which controls the variou s  branches of the police 

20 
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附屁文書 C 

地方 に箕任 を 分与す る こ と

1. 事 宴

a 現在の 日 本の統治は， 極端 な 中央梨権制 を と っ てい る 。 中央政府は， 笞察組

織 を す みずみ ま で支配す る 内務省 を 通 じ， 国民一人一人の 日 常生活 を 支配 してい る

と い う のが， 実梢で あ る 。 法律の規定上は， 地方行政 につ き あ る 程度の独立が認め

ら れ， ま た地方 自治体について も 代議制が認め ら れ て い る 。 （ しか し〕 実際に は，

市町村の公職の候補者 と して望 ま しい者は誰か と い う こ と が中央政府に よ っ て指示

さ れ， 野察組織 を動か して こ の よ う な候補者の当選が確保 さ れ る 。 そ して， 当選 し

て公職に就い た者が中央政府の意向 に従わ ない と ， 都道府県知事が こ れ を 罷免 し う

る の で あ る 。

b 占 領 目 的の達成の た め に は， 地方 に殺任 を 分与す る こ と を促進 し， 地方選挙

を 行 な い， 地方 の諸機関中存続 を 許 さ る べ き も の は何か を 定 め， かつ封建的傾向 を

修正 し民主的傾向 を 強化す る よ う な 変更 を 支援す る こ と が， 必要で あ る 。

2. 説 明

a 椛限 を 市町村お よ び都道府限 に委譲 して地方分権化す る こ と は， 民主的傾向

を強化 し， 地方への費任の分与 を促進す る の に大い に貢献す る で あ ろ う 。

b 前述の よ う に， 最 も 恒久的な 変革は， そ の基本原則 を 憲法に盛 り 込む こ と に

よ っ て逹成 さ れ る で あ ろ う 。

3. 提 案

a 恣法が改正 さ れ る 際 に は， 都道府県お よ び市町村に一定の範囲内 で地方 自 治

を認め る 規定 を設 く べ き で あ る 。

b こ の政策 を 実現す る た め に ， 次の諸点 を要求すべ き で あ る 。

(1) 国会が都道府県や市町村等の内部事項 について立法で き る の は， そ の法律

が， 全都道府県 も し く は 同 じ カ テ ゴ リ ー の市町村等の全部 に一律に適用 さ れ

る 楊合， ま た は 当該都道府県 も し く は市町村が， そ の選挙民 も し く は選挙民

の代表者の意思表示に よ っ て こ の立法 を認め た楊合に 限 ら る べ き こ と

(2) 各都道府県 ま た は市町村等に， 代議制的な 自 治組織を 保障す る こ と 。 な か
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organizations, dominates the daily li fe of every subj ect . The legal 

provisions indicate a degree of independence of municipal govern­

ments and their representative form. Actual ly acceptable candidates 

for municipal office are indicated by the National Gov ernment , their 

election is assured by use of police organ izations and i f an office 

holder does not follow the desires of th e  national gov ernment after 

election he may be removed from office by the prefectural governor. 

b. To achieve the objectives of the occupation i t is n ecessary 

to encourage local responsibility, hold local e lections , determine local 

agencies which ,viJI be allowed to continue to function , favor changes 

which modify feudal tendencies and strengthen democratic tenden-

c1es. 

2. Ar即ment.

a. Decentralization of jurisdiction and authority to local and 

prefectural government units 、vill great ly strengthen democratic 

tendencies and encourage local responsib ility. 
b. As previously shmvn, the most perman ent change will be 

accomplished by incorporation of basic principles in a constitution . 

3. Recommendations. 

a. That any r�vised constitution be required to cont� 
provisions granting l imited local autonomy t� prefectures and 

municipalites. 

b. That to carry out the above policy the fo llowing specific 

matters be required :  

(1) T
�e

-
Die� is �uthorized to pass l aws respecting i�

te
�� 

affairs of prefectures and smaller govemmental 
unl

ts 

only where such laws apply e qual ly to all prefect,res 

or to al l  smal ler units within �he :ame classification ; 
or where the prefecture or smal ler unit involves ac

�
e

�
ts 

the legislation of the Diet by -��--���ression of the 
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〔No. 1〕

んず < , 次 の二つ の こ と が実現 さ れねばな ら な い。

(a) 公選 に よ る 議会 を 骰 き ， 以下の項項 を そ の導権に属せ し め る こ と 。す な わ

ち ， 課税， 金銭の借入れ， 当該自治体の職員 の俸給 を定 め， 支出 を承認す る

こ と っ そ の地方の利益に供す る た め， 財産 ま たは将来取得すぺ き 財産 を 買入

れ， 貨箕 し ， 改良 し， 貨借 し， ま た は抵当権 を設定 も し く は処分す る こ と 。

叫 ら そ の地方の利益に供 さ れ る 公益事業の営菜権を取得 し， 貨箕 し， 運営 し，

ま た は合理的な期間 （例 え ば 40 年） を超 え ない期間営業権 を 供与す る こ と 。

た だ し こ の よ う な営業権 を他 に供与 した と き に は， 公の機関がそ の公益事業

の料率 を 規制す る権限を 留保 して お く べ き で あ る 。 一切の立法は， こ の議会

の導枷こ屈 さ しむぺ き で あ り ， 立法権の委任は許さ れない も の と す る こ と 。

(b) 都逍府瓜知事， 市町村此 ， 税務事務所長， 収入役な ど の主要な行政官 を

公選 と す る こ と

(3 ) 中央政府は， 憲法上認め ら れた弾劾 ま た は裁判手続に よ る の で な ければ，

適法に選挙 さ れて地方の公職に就いた者を 罷免 した り ， そ の者が法律上認め

ら れた権限 を行使す る こ と を抑制 し た り す る こ とは ， で き ない も の と す る こ
と

(4) 国民 に ， 選挙 さ れて公職に就いた者を リ コ ー ル に よ っ て罷免す る 権利 を 保

障す る こ と

c 検察官の公選制 を と る ぺ き か否か については， 目 下の と こ ろ な んの提案 も 行

な わ ない。

d 警察力 の地方分権化 と い う 問題 について も ， 目 下の と こ ろ な んの提案 も 行な

わ ない。
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electorate or its elected representatives. 
(2) Each prefecture and smaller governmental unit shall 

be guaranteed a representative form of  local govern­
ment including (a) a popularly elected assembly hav­
ing exclusive authority to levy taxes, to borrow money, 
fix salaries of employees of the un it , and to appropriate 
funds ; to buy, lease, improve, rent , sell mortgages 
and hypothecate property and revenues of  the unit 
for local purposes ; to own, lease, operate and grant 
franchises to operate for a term of years not exceed­
ing a reasonable term (e. g. 40 years) public utilities 

for exclusively local purposes, if a franch ise is granted 
the government agency must retain the power to 

regulate its rates ; all legislative matters must be 、、rithin
the exclusive power of such assembly without power 
to delegate ; (b) a popularly elected chief executive 

officials such as the governor or mayo r, tax collector 

and treasurer. 
(3) The National government shall have no authority to 

discharge or restrain the exercise o f lawful authority 
of any _ duly elected local official except by impeach��nt 
proceedings or through court acti;ns -authorized by 
the constitution. 

(4) �he p�op!: -�
al� be guaranteed the right to d ismiss 

elected officials by a recall election . 
c. No recommendation is presently made respecting the election 

of procurators. 

d. No recommendatlon is presentl the decen-
Y 1nade respect ing 

tralization of the police force. 
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〔No. 1) 

〔解 説）
No. 1 の文書は， 総司令部 に おい て憲法問題の担当 を 命ぜ ら れていた民政局法規

課長 マ イ ロ • E ・ ラ ウ エ ル が， 明治憲法 に つ い て 調査の結果得た， 憲法改正 に関す

る 一応の結論 と 提案 を 記 し た レ ボ ー ト で あ っ て ， 日 本政府の代表者等 と 会談す る 際

の， 誰点咀を理の た め の 歿料 と す る こ と を 目 的 と して作成 さ れ た も の で あ る 。 昭和

20 年 1 2 月 6 日 附 と な っ て い る 。

こ の レ ボ ー ト の存在が は じ め て わ が国 に おいて知 ら れ る こ と に な っ た の は ， 昭和

34 年 4 月 ， ラ ウ エ ルか ら 惑法調査会 に送 ら れて そ の 沢料 と さ れた， 「 日 本の あ る 私

的独立 グル ー プの磁法卒案 に関す る 究料ーマ イ ロ • E ・ ラ ウ エル」 に よ っ て で あ っ
た（「序に か え て」 参照）。 こ れは す な わ ち ， No. 2 の 文書に ほか な ら な い が， こ の文書

（昭和 21 年 1 月 1 1 n 附） の な か に ， 「現行帝国憲法お よ びそ の も と に お け る 統 治 機
構迎営の 研究は ， 現在， 本民政局 に おいて行な わ れて お り ま た， 過去数 ヵ 月 に わ

た っ て す で に行われて き た 」， 「 1945 年 12 月 6 日 附 の レ ボ ー ト で 行 な っ た 提 案で

あ げて い る 点 は ， 以下 において特 に 記 し た諸点 を 除 き ． 実竹的に は． こ の憲法1,.i案
で も と り あ げ ら れてい る 」 と 害かれてい る の で あ る 。 こ の記述 に よ っ て ， 総司令部

内部 に お い て 磁法改正 に関す る 研究が行 な わ れ， レ ボ ー ト が作成 さ れて い た こ と ．

そ して， こ の レ ポ ー ト の段階に おいて既に， あ る 程度具体的な 構想が考 え ら れて い

た こ と が わ か っ た の で あ っ た 。

ついで， II召和 36 年 4 月 ラ ウ エ ルが訪 日 し た際の憲法調査会の若千 の メ ン パ ー と

の会談で （「序にか え て 」 参照）， 「 日 本側か ら の改正案 を リ ウ
・

ュ ー す る 楊合 に備 え て ，

明治恣法 の 分析 を し た の で あ る 」 こ と ， レ ボ ー ト は ， 「改正案の体裁の も の で は な

く ， 明治淑法 を 分析 し た論文 と も い う べ き も の で あ る 」 こ と が わ か っ た の で あ っ
た1`l。

しか し ， 元来， No. 2 の文書では， 「別添」 と して こ の レ ポ ー ト が添付 さ れ て い

た の で あ る が， 憲法調査会 に送 ら れ た も の に は添 え ら れて い な か っ た の で， レ ボ ー

ト の実体は依然明 ら か に さ れ な い ま ま で あ っ た。 そ れが， こ こ で公表 さ れ る こ と に
な っ た の で あ る 。 こ れ を ， 先 に 憲法調査会 に よ っ て公 に さ れた No. 2 の 歿 料 と あ

わせて読 む こ と に よ っ て ， 総司令部が 日 本政府 に対 し憲法改正の示唆 を 与 え て か ら

日 本政府に案の提出 を促す に 至 る ま での時期 に おいて， 総司令部 の 内部で， 憲法改

正 の た め に ど の よ う な措訊が と ら れ， ど の よ う な構想が も た れてい た の か が明確 と

な っ た の で あ る 。
1 )  恣法潤査会市務局 「マ イ ロ • E ・ ラ ウ エ ル氏 と の会談のお も な 内容」 2 頁。

〔第 2 部第 1 編第 2 章 V ―\1 の ほか， 第 4 章II1 の 三お よ び第 2 編 第 3 章 I -ill

等 に 記述〕
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(No. 2〕

GEXERAL HEADQUARTERS 
SUPRE�IE CO�DIAXDER FOR THE ALLIED PO\\'ERS 

GOVERX1IE�T SECTIOX-PじBLIC AD�l l � I STRATI ON BRA:::--:CH 

11 J anuary 1946. 

MEMORANDUM FOR CHIEF OF STAFF. 

SUBJECT: Comments on Constitutional Revision 
Proposed by Private Group.  

1. The translation of the Constitution ,  attache d  to let ter of 
Political Adviser to Secretary of State, No . 153 , 2 Jan uary 1946, 

does not agree in detail, and occasionally in  n1eaning, with the 
translation of ATIS in Press Relations  No.  57 1 o f 3 1 December 
1945. 

2. In the letter from Political Adviser ,  he s t ates that the Social 
Democratic Party has not yet accepted the first  article of the 
Constitution. These comments are based on the assumption that the 
first article will remain as drafted. Should a change be made in 
the first article, additional safeguards shou ld be i ncorporated in the 
Constitution protecting the powers of the legis lat ive ,  executive and 
judicial branches. 

3. A study of the present Japanese Const i tut ion and the oper­
ation of Government thereunder is, and for seve ral months has 

been, in preparation in this Section. A prel iminary report , dated 6 
December 1945, is attached as Tab "A" . The reco inmendations 
made therein are substantially covered in the propo sed Constitution 
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(No. 2〕

連合国最高司令部民政局行政部
1946 年 1 月 11 日

硲僚長 に対す る 此 え 書 き
〔案件〕 私的 グ ル ー プに よ る 磁法改正草案 に対す る 所見

1. 1946 年 1 月 2 日 の 国務省政治顧問杏簡第 153 号 に添 附 の 憲 法 の 翻 訳 は ，

1945 年 12 月 31 日 の プ レ ス ・ リ レ ー シ a ン ズ第 571 号 に掲戟の ATIS 〔連合翻
訳局〕 に よ る 翻訳 と ， 細部の点 に おいて， ま た時に意味の点 に おいて， 一致 し な い 。

2. 政治顧問 よ り の書翰で は， 社会党は， こ の憲法の第 1 条 を ま だ承認 し て い な

い と の ぺ ら れて い る 。 以下 の所見は， 第 1 条が こ の ま ま で あ る と い う 前提 に立脚す

る も の で あ る 。 第 1 条が変更 さ れる こ と に な っ た坦合 に は ， 立法， 行政お よ ぴ司法
の諸部門の権限が侵 さ れな い よ う にす る 保障規定 を ， 憲法中 に追加 して設 く べ き で
あ る 。

3. 現行帝国淑法お よ ぴそ の も と に お け る 統治捜構運営 の研究は， 現在， 本民政
局 に おいて， 行な われて お り ， ま た過去数 ヵ 月 に わ た っ て すで に行な わ れて き た。
1945 年 12 月 6 日 付 レ ボ ー ト は， 別添 「A」 と して添付 さ れ て い る 。 こ の レ ボ ー

ト で行 な っ た提案で あ げてい る 点は， 以下 に おいて特に記 した諸点 を 除 き ， 実質的
に は ， こ の憲法卒案で も と り あ げ ら れて い る 。

4. 一般原則， 第 1 条一第 5 条。 主権に関す る こ れ ら の諸条項には， 憲法が国の
最高法規で あ る こ と ， お よ ぴ他の法規は憲法 に抵触 して は な ら な い こ と を 明確 に 規
定す る 一条 を 追加 す る の が よ い と 考 え る 。

5. 国民 の権利お よ ぴ義務， 第 6 条一第 18 条。 こ れ ら の諸条項は， 権利章典を
成す も の で あ っ て， 現行憲法 に お け る そ れ よ り も は る か に実効的で あ る 。 言論， 出
版， 教育， 芸術お よ び宗教の 自 由 は保悼 さ れ， かつ そ の他の社会的諸原則 も そ の 中

に包含 さ れて お り ， そ の すべて は， 民主主義 と 両立 し う る も の で あ る 。
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except where specifically noted hereat ter. 

4. General Principles, Sections 1 to 5 . It is suggested that these 
provisions relating to sovereignty be augmented wi th a sect ion clearly 

stating that this Constitution is the supreme l aw o f  the land, and 
that no other laws shall be in conflict therewith . 

5 . R ights and Duties of the People, Sec tions 6 to 1 8. Those 
sections set up a bill of rights which is 1nuch 1nore effecti,·e than 
the one in the present Constitution . Frecdmn o f speech, press, 
education , art and religion are guaranteed, and other social principles 
are incorporated, all of wh ich are compatible with dernocracy. 

Section 9 of the Polad translation states :  "The people shall 
not be tortured", whereas that of A TIS stated : "The people cannot 

be oppressed" . Other than the foregoing, a l arge field, normally 

found in the bill of rights, is omitted. Th i s includes al l  provisions 
relating to rights of people accused of crime and restraints on law­
enforcing agencies in their investigations. Th e  n1ost serious abuses 

of individual rights in Japan have been through th e  uncontrolled 
actions of the various police agencies, particul arly the I-l igher Secret 

Police and the Kempei-Tai and the conduct o f  the procurators 

(Kenji). All manner of abuses have been pra ct ised by the police 
and procurators in the enforcement of general l aw, but pri rnarily 

in the enforcement of the thought control law . I t is not unusual 
for people to be incarcerated for months and years without charg邸

being filed, during all of which time at tempts are made to force 
confessions from the accused. It is strongly recomrnended that 
Constitutional guarantees be required wh ich wi l l  prevent imprison­
ment without charges being filed. To accmnplish this, s01ne proceed­
ing which will c,ompel the police to bring an arrested person publicly 
before a court and explain the reason for his imprison 1nent , sin1ilar 
to a writ of habeas corpus, be required ; addi tiona lly that the 
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〔No. 2〕

Polnd 〔国務省政治顧問〕 に よ る 翻沢の第 9 条は， 「国民は拷問 さ れ て は な ら な

い」 と して あ り ， ATIS の翻訳は， 「国民は不当 に圧迫 を加 え ら れて は な ら な い」

と してい る 。 こ れ以外 は， 権利章典中 に通常置かれてい る 広汎な事項が， お と さ れ

て い る 。 例 え ば， 刑市被告人の権利， お よ び法執行機関の行な う 取潤 について の制

限 に 関す る 条項は， 一切省かれてい る 。 日 本では， 個人の権利の政 も 重大 な 侵
‘
J.f は ，

種々 の秤察機関， と く に特別高等符察お よ び憲兵隊の何 ら 制限 さ れない行動並び に

検察官 （検事） の行為 を 通 じて行な われた。 あ ら ゆ る 態様の侵害が， 芥察お よ び検

事 に よ り ， 一般の法律の実施 に際 し， と り わ け恩想統制法の実施 に際 して， 行な わ

れた。 訴追 さ れ る こ と な く して何 ヵ 月 も 何年間 も 監禁 さ れる こ と は ， 国民 に と っ て

異例の こ と で は な く ， しか も そ の 間 中 ， 被疑者か ら 自 白 を 強要す る 企て が な さ れた

の で あ る 。 訴追 さ れ る こ と が な い ま ま 拘禁 さ れてい る こ と が ない よ う に す る た め の

憲法上 の 保悼 を 要求す る こ と が， 非幣に必要で あ る と 考 え る 。 こ れ を 実現す る た め

に は， 逮捕 さ れた者を 公開の 法廷 に 出席 さ せ， 拘禁理由 の説明 を行な う こ と を 野察

に強制す る ， 人身保護令状類似の手続が必要で あ り ， それに加 え て， 憲法で， すべ

て の刑事被告人 に 対 し迅速 な 公開裁判 を 行 な う こ と を要求 し， ま た， 刑軒被告人が

同一の犯罪 に対 して二軍の危険に さ ら さ れる こ と を 禁止す る こ と が必要で あ る 。

拷問 を 禁止す る 第 9 条 の 規定に加 え て ， 法執行機関が サ ー ド ・ デ ィ グ リ ー の 手段

〔拷問〕 を 用い る こ と を 少 な く す る た め ， 刑事被告人は 自 己 に不利益な証言 を 強要

さ れな い こ と を 定 め る 規定， お よ ぴ逮捕 さ れた場合た だ ち に弁護人 を 依頼す る 権利

を 認め る 規定 を ， 淑法に設け る こ と が必要で あ る と 考 え る 。 自 白 は ， 弁護人の立会

い の も と で な さ れた の で な い か ぎ り ， い か な る 法廷手続 に おい て も ， こ れ を 証拠 に

す る こ と が で き ない と い う 憲法上の 規定が必要で あ る と の意見の表明があ っ た。 そ

れは， 極端 な規定で あ る 。 しか し， 日 本の法律家 に は ， そ れは 司法の運営 を 不当 に

妨げる も の で は ない と い う 意見 を も つ者が数多 く 存す る 。

日 本の許察は， 際限な く 市民の 家庭に対 して捜索お よ び押収を 行な っ た こ と で悪

名が高い。 し た が っ て， 不当 な捜索お よ ぴ押収 を 禁止す る 規定が設け ら れな ければ

な ら な い。

6. 国会， 第 19 条ー第 29 条。 第 19 条の Polad 訳は， 「国 会 は 立 法 の 権利

を 有す る も の と す る 」 と な っ て お り ， ATIS 訳では， 「国会は立法の権限 を 有す る 」

と な っ てい る 。 こ の規定の 日 本語の意味が， 国会のみが立法権 を 有 す る と い う の で
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Constitution require a speedy and publ ic trial  of al l persons 
accused, and prohibit placing an accused twice in j eopardy for the 
same offence. 

In addition to the proヽrisions of sect ion 9 , ヽvh ich prohibit 
torture, in order to reduce the th ird-degree 1nethods used by law 
enforcing agencies, it is recommended that a const itut ional provision 
be required which states the accused shal l  not be compelled to 
testify against himelf, and a provis ion giving h im the right to 
counsel immediately upon h is arrest . It has been suggested that a 
constitutional provision require that no confession be adm itted in 
evidence in any court proceeding unless the counsel for the accused 
was present at the time the confession was m ade. Th is is an extreme 
provision, but many Japanese lawyers are of the opin ion that it 
would not unduly interfere in the adm in istrat ion of j ust ice. 

Japanese police are notorious for their interm in able searches and 
seizures in the homes of citizens, and provis ion again st unreasonable 
searches and seizures should be required.  

6. � The Polad translation of section 
19 reads : “

The Diet shall have the right of legislation' ’ . The ATIS 
transl

_
ation

. 
r
�_
ads : "��e D iet has the legislative power" . :f t�e 

meaning of the provision in Japanese is that the D iet }las the sole 
power of legislation, this provision is adequate . If there is any 
doubt as to the meaning, the provision should be clarified so

. 
h

at the Diet has the exclusive power to 22 prOVldes enact laws.  Section 
for a second house, which is composed of representatives of minority pressure groups. This is unusual but .  second house 

, inasmuch as the 
has practically no power, it is believed to be unobjectionable. 

7. The Cabinet, Sections 30  visions do not 
require 盃玉e P西盃面ー―-」2竺 These pro 

chosen from mister or ot�r Min iste�s b
e 

30 

自



〔No. 2) 

あれば， 本条は こ の ま ま で よ い。 そ の意味に疑問が あ る と すれば， 国会は法律制定

について排他的権限 を 有す る 旨 を ， 明確：こ規定すべ き で あ る 。 第 22 条 は ， 第二院

につい て規定 し， 第二院は少数者の圧力団体の代表者で構成 さ れる と してい る 。 こ

れは災例 の こ と で あ る が， 第二院が実際に は何 ら の権限 を も 有 し ない以上， 反対す

べ き も の と は考 え な い。

7. 内閣， 第 30 条ー第 37 条。 こ れ ら の諸条項は ， 内閣総理大臣 ま た は他の国

務大臣が選挙 さ れた国民の代表者の 中 か ら選任 さ れ る こ と を 要求 して はい ない。 彼

ら がそ の よ う に して選任 さ れ る な ら ば， そ れは一庖望 ま しい こ と で あ る が， そ の よ

う な趣旨の規定 を 欠 く こ と が致命的であ る と は恩われない。 第 34 条は， 内閣は，

国民投漿 に よ り 不信任が表決 さ れた と き は ， 辞職 し な ければな ら ない と 規定 してい

る 。 内閣は， 国会の代表で あ る の で， 国会 に よ り 不信任が議決 さ れた と き は ， 辞職

し な ければな ら ない と 規定す る 方が， は る か に望 ま しい よ う に思わ れ る 。

8. 司法， 第 38 条ー第 44 条。 国会の制定す る 法律お よ び内閣の発す る 命令 を

違憲で あ る と 宜言す る 椛限 を 裁判所に与え る 旨の 明示の規定は存在 し な い。 多数決

を 濫用 し て行な わ れ る 多数者 に よ る 侵害か ら個人 を 十分 に擁護す る た め に は ， こ の

椛限 を 裁判所 にJ_j· え る こ と が， 非’li�•に望 ま しい。 第 40 条の Polad 訳は， 「最高裁

判所の長官は， 公的 に任命 さ れる 」 と してお り ， ATIS 沢は， 「最高裁判所 の 長 官

は， 公選に よ っ て選任 さ れ る 」 と してい る 。 こ れ と 同 じ翻訳上の く い ち がい は ， 第

42 条 に 規定 さ れて い る 行政裁判所の長官お よ び検事総長 に ついて も 見 う け ら れ る 。

会談 した ほ と ん ど すべて の法律家 は ， 司法部に お け る 弊風の 多 く は， 下級裁判所の

裁判官お よ びそ れ に所屈す る 検事が選挙で選ばれ る 職 で あれば， 除去 さ れる と 考 え

てい る 。 ア メ リ カ に み ら れ る 裁判官お よ び検察官の公選制が望 ま しいか ど う か に つ

い て は ， 意見が一致 し て い な い。 こ の盛法は， 最高裁判所判事お よ ぴ検事総長の選

挙 を 規定 してい る の で， 裁判所お よ び検事局 の官僚支配 に対す る 防黙措四は， こ の

規定で足 り る と す べ き で あ る 。

第 44 条は， 「国家は， 無罪の裁判 を う けた人に対 し十分 に 補 償 す る 」 と 規定 し

てい る 。 本条 は ， 削除 した方が よ い と 確信す る 。 日 本 に お け る 経験の示す と こ ろ に

よ れば， 国家の歿金 を ま も る た め， 符察お よ び検事は， 無罪の裁判 を 避け よ う と し

て， 極度 に 長期 に わ た り ， 自 白 を え よ う と す る で あ ろ う 。 こ の規定が あ る か ぎ り ，

すべて の刑事被告人 を 有罪 に す る た め違法手段 を用い る こ と が， ー府誘発 さ れ る と
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the elected representatives of the people. It would be more desirable 
if they were so chosen , but it is not believed that th is om ission is 

fatal .  Section 34 provides that the Cabinet shall resign when non­
confidence is voted by the people 's plebiscite. As the Cabinet is the 
representative of the Diet, it appears much more desirable for the 
provision to require the Cabinet to resign when non-confidence is 
voted by the Diet. 

8.  Justice , Sections 38 to 44.  There is no provision d irectly 

authorizing the courts to declare acts of the D iet and orders of the 

Cabinet unconstitutional .  In order to thoroughly safeguard individuals 
from abuses of the majority, it is very desirable to place th is power 
in the courts. Polad translation of Section 40 reads :  "The President 

of the Supreme Court shall be publicly appointed" ;  the ATIS 
translation reads : "The President of the Supreme Court is elected 
by popular vote" . The same inconsistency in translation appears in 
relation to the President of the Administrat ive Court and the Prose­
cutor General in Section 42 . Nearly all lawyers interviewed feel 
that many of the abuses in the administration of justice would be 

corrected if both the lower courts and the prosecutors attached to 
them were elected officials. There is no unanimity of opinion on 
the desirability of elected courts and prosecutors in the United 
States. As this Constitution provides for the election of the highest 

judges and the Prosecutor General, this should be adequate protec­
tion against domination of the courts and prosecutors by the 
bureaucracy. 

Section 44 provides : "The State shall amply indemn ify the 
person who is acquitted". It is strongly recommended that this 
section be deleted. Experience in Japan has shown that, in order 
to protect .the State 's funds, police and prosecutors will go to 
extreme lengths in obtaining confessions in order to avoid acquit-
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信 じ る 。

9. 会計お よ ぴ財政， 第 45 条ー第 53 条。 第 50 条は ， 第二院は ， 第一院が承

認 した予罫案の項 目 お よ び金額 を否決す る こ と がで き な い， と 規 定 し て い る 。 第

23 条が ， 第一院は ， 第二院の否決 を の り こ え て すべて の法律案を 成立 さ せ る こ と

がで き ると してい る こ と か ら 考 え る と ， こ の制限は不要で あ る と 思 う 。 第二院に項

目 の削除 を 認め る こ と にすれば， 第一院は ， そ れ を 再提出す る に際 し， 必ずや一府

似重な審議 を 行 な う こ と に な ろ う 。

10. 経済， 第 54 条ー第 61 条。 第 55 条 の Polad 訳は ， 「すべて の個人の私有

財産お よ ぴ経済上の 自 由 は ， こ の原則 の範囲内 に おい て認め ら れ る 」 と な っ て い る 。

ATIS aRは ， 「財産」 の 語 を 欠いて い る 。 国家 ぱ 正当 な 補供 を 支払 う の で な け れ ば

私有財廂 を 収用 す る こ と がで き な い 旨 を 黙示的に定 め た規定は ， こ の憲法中 に は ，

本条以外 に は存在 し な い。

11. 補則 ， 第 62 条ー第 66 条。 第 62 条は ， 憲法は ， 議貝の 3 分の 2 が出席 し

てい る 国会の両院の過半数の投票 に よ り ， 改正す る こ と が で き る と 規定 して い る 。

憲法は， 国 の基本法で あ り ， 従 っ て相当の永続性 を も つ文内で あ ら ね ばな ら ない 。

憲法改正は， 第 62 条で規定す る 方法で提案す る こ と がで き る が ， そ の改正は ， 次

いで国民投票 に 附 さ れ な ければ な ら ず， そ の投票総数の過半数 を え て ， は じ め て有

効に な る も の と す る の が よ い の で は な い か と 考 え る 。

12. 別添 「A」 で示 さ れて い る よ う に， 日 本の政府の過去 に お け る 国家権力 の濫

用 の一つ は ， 超盛法的機関 を 用い て ， 行 な わ れた。 こ の憲法 に は ， そ の よ う な 機関

を 設け る こ と を 禁止す る 規定 は存在 し ない。 そ の よ う な 規定が必要で あ る と 考 え る 。

13. こ の憲法 は ， 地方 自 治 について は全然ふれてい な い。 別添 「A」 の附属 「 C 」

は ， こ の 問超 を 論 じて ， 盛法 に おいて県お よ び市の主要職貝 の選？怜 を 規定す る の が

よ い と 考 え る と して い る 。

14. い ち じ る し く 自 由主義的な諸規定。

a 国民主権が認め ら れて い る 。

b 出生， 身分， 性， 人種お よ び国籍 に よ る 差別待遇が禁止 さ れて い る 。 貴族制

度が廃止 さ れて い る 。

c 労拗者 に認め ら れな け れば な ら ぬ と さ れてい る 利益 に は ， 一 日 8 時間労拗制，
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tals. It is believed that, so long as this provision remains, it is 
an added incentive to use illegal means to convict every person 
accused of crime. 

9 . Accounting and Finance, Sections 45 to 53 . Section 50 pro­
vides that the second house may not veto items and amounts 
approved by the first house that appear in the budget. In view of 
Section 23 , which permits the first house to pass all bills over the 
veto of the second house, no necessity for this restriction appears. 
If the second house were permitted to eliminate items, it would 
assure a more thorough consideration by the first house on re­
submission. 

10 .  Economics, Sections 54 to 61 .  The Polad translation of Section 
55 is : "The private property and economic freedom of every indi­
vidual shall be granted within this principle". The ATIS translation 
omits the word "property".  There is no other provision in the 
Constitution inferring that private property will not be taken by 
the State except upon payment of just compensation. 

1 1 . Additional rules, Sections 62 to 66 . Section 62 provides that 
the Constitution may be amended by a mere majority vote of both 
houses of the Diet, two-thirds of the members being present. The· 
Constitution is the basic law of the land, and should be a document 
of reasonable permanence. It is suggested that amendments may be 
proposed in the method provided in Section 62, but such amendments 
must then be submitted to plebiscite of the people, and the amend­
ment will become effective only upon receiving a majority of aU 
ballots cast. 

12 .  As appears in Tab "A", one of the past abuses of Government 
in Japan has been accomplished through the use of extra constitu­
tional bodies. There is no prohibition of the formation of such 
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有給休暇， 入院無料制お よ び老齢年金が含 ま れて い る 。

d 国民がそ の意屈 を 直接立法 に 表明 す る こ と がで き る レ フ ニ レ ン ダム 〔国民投

票制度） が規定 さ れて い る 。

e 皇室経毀 を含む財政全般に対す る 支配権が， 国会に与 え ら れて い る 。 繰越予

邸は禁止 さ れてい る 。 会計検査が必要 と さ れ， 会計検査院の長は選挙 に よ る も

の と さ れて い る 。

f 財産所有 の権利 は ， 公共の福祉 に役立つ も の で な ければな ら ぬ と い う 要件に

よ っ て 詣！J限 さ れ る と さ れて い る 。

g 土地は ， 公共の利益に政 も 良 く 合致す る よ う 用い ら れな ければ な ら な い と さ

れてい る 。

h 新磁法が， 10 年以内 に制定 さ れな ければな ら ない と さ れて い る 。

15. 要 約

こ の忽法草案中 に盛 ら れて い る 諸条項は ， 民主主義的で， 毀成で き る も の で あ る c

しか し， 若千の 不可欠の規定が入 っ て い ない。 いかな る 憲法 も ， 承認を 受 け る に は，

以下に 示す原理を お り こ んでい な ければな ら な い と 考 え る 。

a 磁法は 国の最高法規で あ る こ と を ， 明確に宜明す る こ と

b 国民の権利 〔に関す る 規定〕 を 追加 し， 以下の こ と を 実現す る こ と

(1 )  人身保護令状に よ り 実現 さ れ る の と 同様の諸権利 を 認め る こ と

(2)  刑事事件 に お け る 迅速かつ公開 の裁判 を 保悴す る こ と

(3) 刑事被告人が， 同一犯罪について二重の危険に さ ら さ れ る こ と を 禁止す る

こ と

(4 ) 自 己負罪 （self-incrimination) につい て の 保護 を 確立す る こ と

(5 ) 刑事被告人が 自 己 に不利益な証人 の すぺて と 対決す る 権利 を 保悴す る こ と

(6 ) 刑事被告人が弁護人 に弁護を 依頼す る 権利 を 保悼す る こ と

(7) 不当 な捜索お よ び押収に対 し国民 を 保悼す る こ と

c 立法に つい て の 専屈的権限が国会 に帰屈す る 旨 を 明確 に す る よ う ， 第 19 条

の規定 を は っ き り さ せ る こ と
·d 第 34 条 を 修正 し， 内閣 は国会の不信任決議があ れば辞職 し な けれ ば な ら な

い も の と す る こ と

e 裁判所が立法 を 述瑚 と 宜言す る権限を も つ 旨 を 明確 に規定 し， かつ， そ れ は，
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bodies in the present Constitution. It i s  recon1n1ended that such a 
provision be required. 

13 .  The Constitution omits entirely  any referenc e  to local govern­
ment. Annex "C" to Tab "A" discusses this  problem, and it is 
recommended that the Constitution provide for the  e l ection o f  the 
principal officials in prefectures and municipalities. 

14. Outstanding Liberal Provisi ons. 
a.  The sovereignty of the people i s  acknowledged.  
b. Discriminations by birth, status, s ex, race and nationality 

are prohibited. The peerage is abolished. 
c .  \Vorkers benefits required include one 8 hour day, holidays 

with pay, free hospitalization and ol d  age p ensions. 
d. A referendum permitting the p eople  to  e xpress  their will 

directly on legislation is provided. 
e. Control of all finances including exp enditures  of  the  Impe­

rial family is placed in the Diet . Carry ove r  b udgets are 
prohibited. Audits are required and the President  of the 
Audit Bureau is to be elected. 

f .  The right to possess property is l in1ited by the r equirement 
that it be useful to the public welfare. 

g. Land must be used for the best public interest .  
h .  A new Constitution must b e  enacte d  in 10 years. 

15 . Summary. 
The provisions included in the proposed cons titution are demo­

cratic and acceptable. Certain essential p rovi sions are omitted. It is 
recommended that the following principle s  b e  re quired in any 
constitution before approval : 
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国会に よ る 再審査 に服 し， 国会は 両院の 3 分の 2 の議決に よ り （裁判所の判断

を 〕 破〗§で き る も の と す る こ と

f 第 44 条 を 削除す る こ と

g 淑法の改正は， 国民の過半数の投票 に よ る 承認 を え て， は じ め て有効 に な る

も の と す る こ と

h 国の機関 で国会 ま た は 内閣 に 対 し迂任 を 負わ ない も の は， 憲法改正に よ る の

で な け れば， 創設 さ れ る こ と は な い も の と す る こ と

i 都道府限お よ び市町村の主要職員の公選 を 規定す る 条項を 設 け る こ と

陸軍准将

民政局局長
コ ー ト ニ ー ・ ホ イ ッ ト ニ ー

ラ ウ エ ル陸軍中 佐起t,t

〔解 説）
No. 2 の 文害は ， 昭和 21 年 1 月 1 1 日 ， ラ ウ エ ル が， わ が国の あ る 私的 グル ー

プに よ っ て作成 さ れた憲法改正案 に つ い て検討を加 え ， そ の所見 を 記 して茄似長に
提出 し た 党 え 書 き で あ る 。 元来， こ れに別添文害が あ っ た が， そ れは， ラ ウ エ ル所
痰文：;11=に は見当 た ら な い。 しか し， そ の 日 附が 12 月 6 日 と さ れて い る こ と ， お よ
ぴ引 用 さ れて い る 内容か ら みて． こ の別添文書は， No. 1 の文害であ る と 思われる 。

こ れは ， No. 1 の解説でのべた よ う に憲法調査会 の沢料 と さ れてい る ばか り で な
く ， そ の 「．憲法制定 の経過 に関す る 小委員会報告苔」 の なか に， 同沢料 に つ い て の

調査結果が記載 さ れて い る 1)。
こ の文書の こ と は， 憲法凋査会の調査団が ラ ウ エ ル を訪ねた際 に は じ め て わ か っ

た の で あ っ た （「序 に か え て 」 参照）。 す な わ ち． そ の際 ラ ウ エ ル は ． 自 分は． 当時，
日 本の あ る 私的 グル ー プか ら 出 さ れた憲法改正案に大 き な 興味 を お ぼ え て 検 討 し
た。 手 も と の フ ァ イ ル に は， 案そ の も の は 入 っ て い ないが， こ の案につ い て 自 分の
所見 を の ぺ た も の は あ る と 語 っ て澗査団 に見せた の で あ っ た。 そ して． そ の後高柳
会長か ら 出 さ れ た 依頼に こ た え て， こ の文書が送 ら れて き た の で あ っ た。

ラ ウ エ ル は， 案 を 作 っ た私的 グル ー プ と い う のがいかな る 団体で あ る か全然記憶
が な い と い う こ と で あ っ た し， ラ ウ エ ルか ら 送 ら れた文書 に は， 案 は や は り 見当 た
ら な い と い う こ と で添付 さ れてい な か っ た。 そ れで， そ の改正案は， ラ ウ エ ル に面
接 し た調査団 の 高 田 元三郎委員 に よ っ て， こ の文害の送 ら れて く る 前か ら ， 高野岩
三郎 馬楊恒吾， 杉森孝次郎， 森戸辰男， 岩淵辰雄， 室伏高信， 鈴木安蔵等の知識
人 グル ー プ に よ っ て作成 さ れた憲法研究会の案では ないか と 一応の推定 は さ れて い
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b. Additions to the Rights of the People to accomplish the 
following : 

(1) Granting rights similar to those accomplished by a 
面t of habeaus (sic〕 corpus.

(2) Guaranteeing speedy and publ ic trials in cri1ninal cases. 
(3) Prohibiting placing an accused twice in jeopardy for 

the same offence. 
(4) Guaranteeing protection against sel f-incrimination. 
(5) Guaranteeing the right of an accused to be faced by 

all witnesses against him. 
(6) Guaranteeing the accused the right to counsel on 

defense. 
(7) Guaranteeing the people against unreasonable searches 

and seizure.c;. 

c. Clarify section 19 so that the exclusive power to legislate 
is clearly vested in the Diet. 

d. Amend section 34  to require the Cabinet to resign on a 
vote of no confidence by the Diet . 

e. Provide clearly the power in Courts to declare legislation 
unconstitutional subject to review by the Diet which can 
reverse on a 2/3 rds vote of both houses. 

f. Delete section 44. 

g. Require that amendment to the Constitution can be effected 
only after receiving the approval of a maj ority vote of the 
people. 

h. Require that no national government agency not responsible 
to the Diet or the Cabinet be created except by amend­
ment to the Constitution. 

i. Require provisions providing for the popular election of 



〔No. 2〕

た も の の 2), 明確 を 欠い た の で あ っ た が， 憲法調査会 に お け る 調査の結果， こ の 憲

法研究会の案に ほ か な ら な い こ と が立証 さ れた の で あ る 3)。 な お こ の 憲法研究会 案

は， 附屈文書 3 と し て， 巻末に揖げ ら れて い る 。

総司令部案 と 磁法研究会案 と の 間 に は， 早 く か ら ， 相当 の近似点が認め ら れ る と
い わ れて い た の で あ っ た が， こ の文害は， そ れの 由 っ て来 る 事梢 を ， 明瞭に す る も

の で あ る 。 ま た， 総司令部 に おいて憲法問題 を 担当 し た ラ ウ エ ル の考 え が， こ の文

杏に記 さ れて い る 所見の な かか ら も 知 ら れ る の で あ る 。

1 )  憲法潤査会 ・ 憲法制定の経過に関する 小委員会報告苔 308-313 頁。
2) 惑法凋究会 ・ 憲法制定の経過に関す る 小委員会第 1S 回議事録 21 頁。
3) 憲法調査会 ・ 憲法制定の経過に関す る 小委且会第 22 回議市録 3 頁以下。

〔第 2 部第 1 編第 2 章 V―\Iの ほ か， 第 4 ·iIt•III の 二お よ び第 2 編第 3 章 I -m 
等に記述〕
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